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モーダルシフト等推進事業による物流効率化ついて 

 

国土交通省は 2019 年 8 月 16 日、物流総合効率化法（2016 年 10 月に改正施行）に基づきトラッ

ク輸送から鉄道、海運への転換（モーダルシフト）等の取り組みを支援する補助金の交付決定を発

表しました。本稿では、モーダルシフト等推進のための支援策の概要と補助金を活用した全国各地

の物流効率化の取り組みについてご紹介します。 

 

１．モーダルシフトの必要性  

モーダルシフトとは、トラック等で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利用

へと転換することをいいます。1 トンの貨物を 1km 運ぶ（＝1 トンキロ）ときに排出される CO2の量

はトラックの 232g に対し、鉄道は 20g（トラック対比▲91.4％）、船舶は 38g（同▲83.7％）であ

り、モーダルシフトは地球温暖化対策にも寄与します。 

また、労働力不足の解消・働き方改革という観点からも注目されています。幹線輸送となる倉庫

間や集配拠点間について数百 km の距離を運転する場合、出発拠点に戻るまで数日間要することもあ

ります。しかし、モーダルシフトを導入した場合、トラック輸送は最寄りの転換拠点との間に短縮

されるため、効率的な業務が実現します。 

 
（出典：国土交通省ＨＰ） 

 

２．モーダルシフト等推進事業  

（１）概要 

 昨今の物流分野における課題（労働力不足、多頻度小口輸送等）に対応するため、物流総合効率

化法では流通業務の効率化を図る事業に対する計画の認定や支援措置の枠組みを定めています。同

法に基づく計画の認定（または認定の取得）を前提とした補助事業を「モーダルシフト等推進事業」

といいます。 

 

（２）対象事業 

■総合効率化計画策定事業 
総合効率化計画の策定のための調査事業。協議会等開催の事務費

やデータ収集・分析等が対象。 

■モーダルシフト推進事業 
陸上輸送から鉄道輸送または船舶を利用した海上輸送へ転換する

ことで CO2排出量の削減を図ること等を目的として実施する事業。 

■幹線輸送集約化推進事業 
輸送距離が概ね 30 ㎞以上ある貨物自動車による輸送において、複

数荷主の貨物を集約し積載率を向上させて、走行台数および CO2
排出量の削減を図ること等を目的として実施する事業。 
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（３）経費補助の内容 

① 計画策定経費補助・・・総合効率化計画を策定するための経費に対する補助 
（対象経費の実額か上限 200 万円のいずれか低い額） 

② 運行経費補助 ・・・・認定された計画のうち、モーダルシフトまたは幹線輸送の集約化の運行 
           経費の一部に対する補助（補助率：1/2 以内、上限 500 万円） 

 
（出典・引用：国土交通省ＨＰ） 
 
３．物流効率化の進展  

全国で旅客列車やバス等の空きスペースを利用した貨客混載が徐々に広がる中、今回の採択案件

の中には、旅客列車の空きスペースを利用した貨客混載やバスの空きトランクを活用した農産品の

輸送計画の策定支援も行われました。また、共同輸配送では初めて血液検体を対象とした計画が採

択されました。血液検体は輸送や保管の影響を受けやすいことを踏まえ、異なる輸送条件が検体に

及ぼす影響を検証し輸送・保管方法を標準化させることで、均一な解析結果を出せる仕組みをつく

り、物流の省力化だけではなく医療従事者の業務軽減を目指す内容となっています。 

 
（出典：国土交通省ＨＰ） 

国土交通省は令和元年度「モーダルシフト等推進事業補助金」として21件（計画策定経費補助8件、

運行経費補助13件）3,700万円の認定および交付決定を行いました。今後もこのような支援を活用し

た事業者の取り組みが広まり、物流の効率化が進展していくことが期待されます。 
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